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　東日本大震災から、8ヶ月以上の時がたち

ました。しかし、具体的な復旧・復興の実施

には、なお多くの課題を抱えているのが現状

です。さらに、本大震災後も梅雨期から9月

の台風シーズンにかけての記録的な暴風雨や

豪雨は、我が国全土において多大な農作物や

農地・農業用施設等の被害をもたらしました。

大震災からこれまでに、農地および農業用施

設に限ってもその被害額は、約8,500億円近

くに上っています。�

　復旧・復興には、今、あらゆる分野の力の

結集を必要としています。農業技術開発に対

しても、東北の新たな食料供給基地としての

復興を戦略として進めている東日本大震災か

らの「農業・農村の復興マスタープラン」の

具体的な実現に向け、貢献が期待されていま

す。�

　一方、これらの自然災害等への対応に追わ

れる中、日本農業の長年の課題である農業の

競争力の向上等を目指し、昨年秋から検討さ

れてきた政府の食と農林漁業の再生に向けた

基本方針・行動計画が10月下旬にまとめら

れました。基本方針の柱は、１戸当たりの平

均農地面積を平地で現在の10倍以上となる

20～30haに拡大することです。日本農業の

競争力・体質強化の対応については、多様な

日本農業の特性を踏まえ、これまでもその農

地や経営規模の拡大を目指し、その時々の施

策が選択と集中の下に行われてきました。日

本農業の課題や目標の基本は、将来的にも大

きく変化するものでないことから、その時々

の適応策の検討には、これまでの過去の議論

を踏まえ、将来を可能な限り見通した長期的

な戦略基盤が必要です。システム学的には、

「瞬間最適から期間最適へ」、「部分最適か

ら全体の最適化へ」の思考方法が重要です。

震災復興および農業の基本課題等に対応して、

農業研究においても、これまでの研究実績を

基盤に、より革新的な要素技術とその総合化

された技術の開発が期待され、その際の共通

なキーワードは、リスク管理も踏まえた農業

の持続性を如何に確保できるかではないでし

ょうか。�
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研究の背景�
　上水や工業用水と兼用されている農業用水
路トンネルでは、短期間の断水も困難であり、
点検が難しいという問題があります。そこで、
水路トンネルのひび割れなどの変状を通水状
態で調査する手法を開発しました。�
�
調査システムの特徴�
　調査システムの基本思想は、水路トンネル
上流坑口からカメラを搭載した装置を放流し、
下流出口で回収する、というものです。�
　開発した装置の概要を図１に示します。装
置は重さ約35kgの円筒状で、制御盤の格納
および浮きの役割を果たす「下部」と、①高
感度カメラ、②電磁波送受信アンテナ、③４
つの距離計、を備えた「上部」から構成され
ます。下部は流下中に自由に回転しますが、
上部は水路トンネル側壁に対して常に高感度
カメラを正対させる「壁面自動追尾」機能を
有しています。�
　その仕組みを図２に示します。図２左は、
装置が「反時計回り」に回転しつつある状況
です。このとき、壁面までの距離「D1+D3」
と、「D2+D4」の大小から回転方向を求めま
す。次に、この差の大きさに対応して内部の
モーターを作動させ、「D1+D3」と「D2+D4」
が一致するように上部を「時計回り」に回転
させます。このような制御を10回／秒の頻
度で行うことにより、高感度カメラは常に壁
面と正対します。�

実証試験の結果�
　延長約800m、直径1.7m、流速1.0m/sの
水路トンネルにおいて実施した実証試験の結
果を図３に示します。下部に取り付けた目印
の旗が反時計回りに回転しているにもかかわ
らず、高感度カメラは壁面の状況を撮影し続
けている状況が確認できました。なお、画像
から検出できるひび割れの幅は、高感度カメ
ラの画素数、トンネル径、流速などの使用環
境条件で決まります。今回の実証試験の条件
では幅約1.5mmのひび割れを検出できました。
今後、さらなる実証試験を通して、適用限界
を明らかにすることが課題です。�

図３　実証試験による壁面自動追尾の検証結果

図２　壁面自動追尾の仕組み
（流下する装置を上から見た図）

図１　装置の概要
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　近年、高齢化・混住化などの進行により、
農業用水路の維持管理に必要な労力が脆弱化
しています。そのため、非農家も含めた地域
住民に対して、維持管理への参加を要請する
取り組みが行われています。そこで、住民が
維持管理へ参加しようと思う気持ちを「労力
提供意欲」と呼び、これを向上させるために
働きかける要因の選択方法を提案しました。�
　先行研究をもとに要因を整理・検討すると、
労力提供意欲には、農業用水に対する受益意
識などの要因が影響を与えると考えられます。
また、それらには、農業用水の利用経験など
の要因が影響を与えると考えられます（図１）。
そこで、住民に働きかける場合、はじめに図
１の各要因に対応した質問紙調査を行います。�
次に、調査結果を数量化Ⅱ類という統計手法

で分析し、各要因が与える影響の大きさを求
めます。そして、影響が大きな要因から順に
選択して働きかける内容を検討すると、効果
的に働きかけることができると考えられます。�
　具体例として、混住化が進む山形県Ｓ地区
において、85人分の質問紙調査の結果を分
析しました。すると、労力提供意欲に与える
影響の大きさは、維持管理に対する必要性意
識が1位でした（表１）。また、必要性意識
に最も大きな影響を与える要因は、地域用水
機能の認知度でした（表２）。したがって、
Ｓ地区では、地域用水機能の認知度を高める
働きかけの内容を検討することが、労働提供
意欲を向上させるために有効であると考えら
れます。�

図１　労力提供意欲に影響を与える要因

表１　労力提供意欲に与える影響の大きさ
（山形県S地区）

表２　維持管理に対する必要性意識に与える影響
の大きさ（山形県S地区）






